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 は じ め に

本報告書は、日本財団の平成7年度補助事業として実施した「災害に強い交通基盤

整備のあり方に関する調査」 （事業名： 「災害に強い人流 ・物流計画策定調査」）の

結果をとりまとめたものである。

本年1月17日に発生した「阪神・淡路大震災」により、国土の東西を結ぶ幹線交

通網が遮断され、阪神地区を経由する人流・物流の輸送ルートが重大な影響を受けた。

これらの原因としては、主要な人流・物流の輸送Jレートが阪神地区に集中・依存して

いる点があげられる。

この教訓を踏まえ、企業や交通機関利用者にとっては、幹線交通網は、通常時とは

異なるルートや交通手段を選択できる、いわば柔軟でかつ災害に強い体制の確保が求

められている。

本調査は、このような背景を踏まえ、幹線交通の観点から「阪神・淡路大震災」の

被害状況の実態を把握し記録にとどめるとともに、災害時における複数の交通手段を

利用した輸送ルートの確保や、事業者間の連携による他の交通手段への円滑なシフト

体制等、災害に強い交通基盤整備のあり方について検討を行ったものである。

なお、本調査を進めるにあたっては、森地茂委員長（東京工業大学教授）をはじめ

とする委員会の各委員及び運輸省のご指導、ご協力を賜った。また、調査の実施にあ

たっては、関係各位より貴重なご意見及び情報をいただいた。

ここに、厚く感謝の意を表する次第である。

平成8年 3月

財団法人 運輸経済研究センター

会長中村四郎

00098032870 


